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研究成果の概要（和文）：国境の島与那国島では、過疎化対策として自衛隊誘致を行政が積極的に進め実現させた。
一方で、20年間小売店がなく、特にお年寄りが買い物弱者地域であった比川地区おいて、住民の力で「比川共同売店」
の運営が始められた。その担い手は主に「移住者」であり、その多くは自衛隊誘致に反対する少数派でもある。反対運
動が島の伝統的な権力構造と複雑に絡み合い島の共同体は大きく揺れ動く。
本研究では「移住者」と島民の生活観の違いを明らかにし、その変化を考察した。

研究成果の概要（英文）：In the Border Island YONAGUNI mayor invited the Ground Self-Defense Force base as 
population decline measures. On the other hand, the people let the Higawa-Kyodobaiten store open because 
there was no retail store during 20 years in HIGAWA district. Kyodobaiten is a cooperative stores funded 
by residents. Higawa-Kyodobaiten is run mainly by women came from outside the island, and most of them 
object to the construction of the Self-Defense Forces base.
There is a difference in the fundamental way of thinking about regional activation between the mayor and 
the women. By making the difference of both clear, I clarified the powers structure and changes of the 
community in the border island Yonaguni.

研究分野：社会学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
 これまで沖縄の共同体の特質とその持続
可能性の調査研究を行ってきた。その中でも
特に沖縄や奄美に１００年も前から存続し
ている地域商店である「共同売店」に注目し、
共同売店にその共同体の特質および超高齢
化・過疎化への対応の可能性を見いだしてき
た。 
共同売店は、基本的に集落（ムラ、字）の
全戸が株主として出資した上で、住民から代
表者をたてて運営している、共同体が設立し
共同体が運営する小売店である。現在におい
ても、個人商店としては採算がとれない過
疎・高齢地域において、特に高齢者が自立し
て生活していく基盤としての役割を担って
いる。それは小売店としての機能に留まらず、
地域住民の情報交換、集いの場として、ある
いは共同体における求心的な役割を担って
きた。本来、採算がとれないはずの（共同）
売店が、かろうじて存続しているのは、そこ
に「我々の店である」という強い意識が存在
するからであり、共同売店自体が共同体の現
在を写し出す鏡にもなっている。 
その共同売店の調査研究の一環として申
請者は昨年、与那国島に小さな村落である比
川に新しく比川共同売店が設立されるとい
うことで訪問した。比川には２０年近く小売
店がなく、特に車の運転ができない高齢者が
生活用品の買い物に困難をきたしていた。そ
んな中、沖縄本島や石垣島の共同売店のこと
を知った住民有志が、石垣島の星野共同売店
からアドバイスを受け、住民自らが運営する
「共同売店」を立ち上げたのである。 
ただし、小規模集落である比川には資金力
に乏しく、町役場に陳情を続けた結果、建物
および備品は町が負担し、運営は比川区長を
代表とする比川住民で組織する団体への指
定管理という形で運営することになった。 
 その設立の過程を調査していくうちに、比
川共同売店が町役場の予算で建設が決定さ
れる過程において、与那国島における二つの
伝統的な権力関係が大きく関わっているこ
と、また、比川共同売店の設立や運営のリー
ダー的役割を担っている者の多くが、いわゆ
る「移住者」（Ｉターン）であることがわか
った。さらに、おりしも与那国島においては
自衛隊誘致の賛否が島の最大の問題になっ
ているが、対立関係にある二つの伝統的なグ
ループはどちらとも賛成であり、反対者の多
くはいわゆる「移住者」である。比川共同売
店はそれらのグループの駆け引きとも言え
る複雑な過程を経て生まれたものであった。 
 また、与那国島は晴れた日には台湾が見え
る国境の島であり、戦後間もない頃は密貿易
で巨額の富を得た島でもある。過疎化・高齢
化に苦しむ島としては、その活路を自衛隊の
誘致と、台湾との独自の経済的・人的交流に
見いだそうとする、かつての島の最盛期を懐
かしむ住民と、静かで「何もないこと」にこ

そ生活の価値を見いだそうとする「移住者」
との複雑な関係が、伝統的な共同体を島外者
には見えない形で変化させている。それらを、
新たな形の共同売店の設立・運営に直接的・
間接的に関わる人々や静観している人々な
どへのインタビュー（意識調査およびライフ
ヒストリーあるいはライフストーリー）を中
心にした調査によって明らかにしていきた
い。 
 
 
２．研究の目的 
 
国境の島与那国町では、過疎化や高齢化対
策として自衛隊誘致を行政が積極的に進め
ている。また、台湾との直接的な交流によっ
て、かつて「貿易」で栄えた島の繁栄を取り
戻そうという計画も進行している。 
その一方で、20年以上も小売店がなく特に
高齢者が困っていた比川地区おいては、沖縄
や石垣島にある地域商店である「共同売店」
を手本に、昨年住民の力で「比川共同売店」
の運営を始めた。その担い手は主に「移住者」
であり「受益者」は島の高齢者である。また
移住者の多くは自衛隊誘致に反対している
少数派でもある。「移住者」の新たな運動が
島の伝統的な権力構造と複雑に絡み合い島
の共同体は大きく揺れている。本研究は共同
売店の設立過程と運営を通して国境の島の
伝統的権力構造や共同体の変化を明らかに
しようとするものである。 
 
 
３．研究の方法 
 
（１）主に与那国島在住の移住者を含めた島
民へのインタビュー（意識調査およびライフ
ヒストリーあるいはライフストーリーの聞
き取り調査）を中心に行っていく。また、与
那国島出身者で島外（沖縄県内外）在住者へ
の同様なインタビューも行う。 
 与那国島の特質を明確にするための比較
研究として、同じく「隔絶感」の強い、波照
間島や多良間島における同様な調査も行う。 
 
（２）与那国島のみならず、多くの島におい
ても島の権力関係は住民の間では当然のこ
とであり政治的な場面だけでなく生活のあ
らゆる場に大きく影響を及ぼしている。しか
し、外部者に対してそれを語ることはタブー
となっているため、その調査は困難である。
ただし、先行研究がないわけではない。（例
えば佐藤康行,1999「沖縄・与那国島の村落
構造に関する一考察--『よそ者』受容に見る
シマの構造の理解を通して」『村落社会研究』
5(2), 13-24）しかし、その数は極めて少な
く、与那国島の共同体的特質を明らかにしよ
うとした研究、特に他の島との比較研究はほ
とんどない。 
また、1999 年の佐藤の研究以降、この 10



年は日中の国境問題がクローズアップされ
る中、政治的・外交的・防衛論的観点からの
論説は多く見られるものの、島の生活や共同
体の特質や現状からの「地に足をつけた」調
査研究がおろそかになる傾向にある。尖閣を
巡る日中間の国交問題がクローズアップさ
れている現在であるからこそ、本研究のよう
な、地域の共同体や島人や移住者の生活史に
焦点を当てた地道な研究の意義があると思
われる。 
 
 
４．研究成果 
 
（１）調査地である与那国島は、日本の最西
端、まさに国境の島である。島は、遠隔地離
島であるがゆえに、過疎化、高齢化に悩む一
方で、そういった「島」だからこそ、それぞ
れの夢を求めてやってきた「移住者」が少し
ずつ増加し、島の中での存在もわずかながら
大きくなっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 与那国島の人口等の変化は以下のとおり
である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図１．与那国島と同規模島の人口の変化 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図２．与那国町年齢別人口の推移 
 
 同規模（面積）の沖縄県内の島の中でも与
那国は最も人口が少なく、この 30 年間に、
労働力人口よりも 15 歳未満の子どもが減少
しているところにその特徴がある。従って、
人口指数で見ると、図３のように、年少人口
指数の大幅な低下のために、老年人口指数の
低下は比較的少ないものの、老年化指数が急
激に増加している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図３．与那国島の人口指数の推移 
 
 
（２）与那国島では平成 27 年度に自衛隊基
地建設の是非を問う住民投票が行われ、自衛
隊配備賛成派と反対派間の「島の活性化」の
方法における価値観の相違がより鮮明にな
った。結果は、賛成派が圧倒的多数を占め、
基地建設も完了し、当初の計画通り自衛隊が
配備された。また、賛成派と反対派が同数で
あった町議会も反対派から賛成派に近い中
立の立場をとるようになった議員も出てき
たことにより、自衛隊配備問題は一応の決着
をみた。 
 自衛隊の配備に反対してきたのは与那国
島に移住してきた人達が中心であった。しか
し、「移住者」と言っても島で生活をはじめ
て 20 年以上という者も少なくない。今回の
問題において「移住者」の持つ「島における
理想的な生活像」と、いわゆる島民の持つ「島
の生活のリアリティ」との溝はますます大き
くなったといえよう。 
本研究においては、それぞれの立場の人た



ちからの聞き取り調査によって、その具体像
をある程度明確にすることが出来た。また、
島における「移住者」の位置付けや関係性の
変化について竹富町西表の大富地区との比
較を行ったが、「移住者」が島での生活に求
めることの共通性と相違について考察する
こともできた。 
一般的によく言われているように、元々の
島の住民は基本的に変化を望まず、島の権力
構造について大きな不満はあるものの無力
感が強く受動的である。それに対して「移住
者」は基本的に「郷に入れば郷に従え」で生
活しているが、それぞれの理想を掲げて来て
いるので、行政等に対する要望を行動に移し
やすい。本研究においては、自衛隊の配備と
いう「移住してきた本来的目的」を揺るがす
ような事態になった場合の「移住者」の行動
と島の住民との関係性の変化を考えるため
の貴重な事例を得ることができた。 
 
（３）「移住者」と島民の生活に関する相違
は、「そもそも何のために移住してきたのか」
という移住者の自問と、「生まれ育った島」
でこれからも生きていくためには公共工事
でも自衛隊でも利用できるものは利用せざ
るを得ないという島民の「背に腹は代えられ
ない」という切迫感との相違だと言えよう。 
 日本の西端に位置し、平和で自然豊かで隔
絶間のある与那国島にある種の理想郷を求
めて移住してきた者たちにとって、島に自衛
隊が配備されるとは夢にも思わなかったこ
とであるが、島民にとっては島の活性化のた
めの選択肢の一つでしかない。その溝は最後
まで埋まることはなかった。 
 
【自衛隊誘致問題の経過】 
・２００８・９・１９ 与那国町議会が自衛
隊誘致に関する要請決議を可決。誘致賛成の
町民５１４人分の署名が添えられた自衛隊
誘致に関する請願書も採択 
・０９・６・３０ 外間守吉町長が防衛省に
町内への陸上自衛隊配置を要請 
・０９・７・８ 浜田靖一防衛相が与那国町
を訪れ、配備検討に着手する意向を示す 
・０９・８・２ 自衛隊誘致も争点となった
町長選で外間氏が再選。「必要なら住民投票
も行う」と述べる 
・１０・１２・１７ 政府が新防衛大綱、中
期防衛力整備計画を決定 
・１１・５・１２ 防衛省が５年以内に与那
国に約１００人の陸自の沿岸監視部隊配備
を自民党国防部会で説明 
・１１・９・２０ 与那国改革会議が自衛隊
誘致反対の町民５５６人分の署名を町と議
会に提出、誘致中止求める 
・１１・９・２２ 町議会が自衛隊誘致決議
撤回と誘致活動中止を求める要請決議を否
決 
・１１・１２・２４ 防衛省が２０１２年度
予算案で用地取得費など約１０億円を計上 

・１２・６・４ 与那国改革会議が住民投票
条例の制定を求める直接請求の手続きに入
る 
・６・２０ 与那国改革会議が住民投票条例
制定に向け署名集め開始 
・８・２３ 配備に向け測量、調査への町内
の土地使用について、町長が沖縄防衛局の申
請を許可 
・９・３ ５４４人分の署名を与那国改革会
議が外間町長に提出し条例制定を直接請求 
・９・７ 防衛省が１３年度概算要求で施設
設計費など６２億円を要求 
・９・２４ 条例案が町議会で否決 
・自衛隊の配備で公開質問状提出／与那国、
イソバの会 2012.11.21 
・与那国自衛隊用地／国、賃借料年５００万
円／町は１２００万主張、交渉難航／迷惑料
１０億も要求 2013.03.18 
・与那国の陸自部隊用地／防衛省年度内取得
を断念 2013.03.22  
・与那国 陸自配備見直しも／防衛相、用地
難で示唆 2013.03.27 
・与那国配備 外間町長に聞く／自衛隊は
「一つの産業」2013.04.01 
・現職・外間氏が出馬断念／与那国町長選 
2013.04.17 
・与那国配備白紙も／陸自沿岸監視部隊／迷
惑料で土地取得難航 2013.04.19 
・与那国町長選に崎原氏を擁立へ／自衛隊配
備反対派 2013.05.29 
・与那国町長 １０億要求正式撤回／防衛省 
賃貸料上乗せ提示 2013.06.18 
・中国に否定的８９％／県民意識調査 「沖
縄と友好を」６７％ 2014.04.16 
・陸自配備へ起工式／与那国、反対根強く 
2014.04.20 
・反対派「着工許さぬ」／与那国陸自起工式 
警官ともみ合い／入り口、車立ち往生 
2014.04.20 
・与那国陸自配備／工事に本格着手 
2014.05.20 
・住民投票再燃も／陸自与那国配備／与野党
同数 議長選出が鍵 2014.09.16   
・７日投開票された与那国町議選（定数６）
で、町への陸上自衛隊沿岸監視部隊の配備を
推進する外間守吉町長を支持する与党が１
議席減らし、与野党が３対３の同数で張り合
う構図となった。 
・「当然」「なぜ今さら」／住民投票条例可決
／与那国住民、評価分かれ 2014.11.18 
住民投票条例 廃案の見通し／与那国・陸自
配備 2014.11.28 
・与那国陸自配備／配備反対多数でも「白紙
化は難しい」／住民投票で与那国町長 
2014.11.29 
・与那国・陸自配備住民投票／条例可決、来
月２２日実施 2015.01.09 
・与那国住民投票／「民意知る機会に」／島
民、対立解決を期待／「さらに混乱」不安も 
2015.01.09 



・住民投票でも作業中断せず／与那国陸自 
防衛相が言及 2015.01.14 
・与那国住民投票 ２２日投開票／陸自賛否 
運動が活発化／「人口増を」「安全懸念」未
来思い 2015.02.16 
・陸自配備を容認／与那国住民投票 賛成６
３２、反対４４５／町、環境整備加速へ 
2015.02.23 
※琉球新報および沖縄タイムスの記事より 
 
（４）島民と移住者の間の溝はかなり大きく
なってしまった。しかし、協調の可能性を「比
川地域共同売店」に見ることが出来る。 
 比川の共同売店を運営する比川共同売店
運営委員会は、比川地域に住む移住者を中心
とした主婦や地域のリーダーが共に作り上
げた組織であり、そもそも、「年寄りが安心
して暮らせる地域づくり」を目的として出発
している。 
 厳しい条件下でも、「安心・安全な食品の
購入」を心がけ、経営は好調である。主婦の
パートをシフトで組むことで「長時間経営」
と「子育てをしながら働ける職場の創出」に
も成功している。 
 比川共同売店は、もはや比川地域だけでな
く、与那国島にとっても重要な「商店」とな
りつつある。そして、沖縄本島や他の島の共
同売店と同様に、「単なる商店ではない」、島
の情報交換の場であり、出会いの場であり、
協調の場に発展していく可能性をもってい
るといえる。 
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